文化財保存継承整備活用事業に係る企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託仕様書

１ 業務名称 
文化財保存継承整備活用事業に係る企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

２ 業務目的
京都府では、府内の歴史的文化財等を次世代に継承し、適切に保存していくため、保存や修理のための支援事業を実施している。
本業務では、本府の取り組みである文化財の適切な保存とその活用について、府外企業等（以下、「府外企業」という。）が興味を持ち、企業版ふるさと納税（以下、「企業版ふるさと納税」という。）による京都府への寄附（以下、「寄附」という。）を促進するための働きかけを行うことで、財源の確保を目指し、次世代への文化財保護継承を持続的なものとすることを目指す。

３ 委託期間 
契約締結の日から令和９年３月31日 

４ 業務内容 
（１）府外企業への働きかけ
受託者は、府外企業をリサーチのうえ、積極的に寄附を働きかけること。
なお、働きかけに際しては、企業版ふるさと納税の制度の詳細を丁寧に説明し、十分な理解を得たうえで、相手企業の意向に沿った寄附受入を適時適切に紹介すること。

（２）進捗状況の報告
受託者は、寄附に結びつく可能性がある府外企業の情報を獲得した際は、速やかに委託者に報告し、必要に応じて寄附確定に必要な情報の提供や支援を求めること。この際、委託者職員等の同行訪問やリモートによる御挨拶、詳細説明などのフォローが必要と受託者が判断した場合、委託者は受託者の求めに応じて適切な対応をとるものとする。

（３）事務代行
 　　 受託者は、京都府への寄附が確定した府外企業（以下、「寄附企業」という。）が現れた際は、速やかに委託者に報告のうえ、寄附実施までの事務全般に関する京都府及び寄附企業との連絡調整を行うこと。
なお、京都府への委託料の対象となる寄附の納付期日は令和９年３月31日とする。

５ 契約金額 
本業務に係る対価として寄附金額の15％以内相当額に消費税相当額を加えた金額を委託料とする。 

６ 調査・報告等 
府は、必要があると認めるときは、受託者に対して委託業務の処理状況について調査し、又は
報告を求めることがある。この場合において、受託者はこれに従わなければならない。 

７ その他 
（１）業務終了後は速やかに実績報告書及び委託者が求める資料を提出しなければならない。 
（２）本委託業務の遂行にあたっては、関連する法令の内容を熟知の上、遂行すること。 
（３）事業の実施にあたり個人情報等の保護すべき情報を取り扱う場合は、その取扱に万全の対策を講じ、受託者の責任において厳重に管理するとともに、他の目的への転用は絶対に行わないこと。 
（４）業務遂行にあたり収集した個人情報及び法人情報、その他本業務によって得られた成果は、府に帰属するものとする。 
（５）その他、本仕様書に定めのない事項は、委託者及び受託者の協議により定めるものとする。

８ 備考 
本仕様書は、企画提案公募実施に向け作成したものであり、企画提案公募の実施結果を踏まえ、必要に応じて、契約締結時に修正するものとする。

